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　裁判所は、次のとおり判示して、Y に対して、X らに約 ₁ 億₇₆₀₀万円の損害賠償
の支払を命じた。













　②　Y は X らに対し賠償金₆₀₀₀万円（₇₅₀万円×原告 ₈ 名）を支払う。
　③　Y は同一敷地内で幼稚園・保育園等を運営しない。但し、別法人が経営を譲
4 　本件については、苗村博子・WLJ 判例コラム₁₆号（₂₀₁₃WLJCC₀₁₆）、星野豊・月刊高


























　本判決に対し、原告の ₁ 人である X のみが控訴・上告したが、控訴審は本判決










校において、概ね ₆ メートルの大津波警報（第 ₁ 報）と、₁₀メートルを超える大津
波警報（第 ₂ 報）とを把握していた以上、本件津波の到来を予測することは可能で
あり、また、町の広報車等により避難指示が行われていたと主張して、本件自動車
学校を経営する法人 Y のほか、Y の取締役らに対しても損害賠償を請求した 7。こ
れに対して Y らは、本件津波の到来を予測することは困難であり、広報車による
避難指示は確認できなかった等と反論した。
　裁判所は、次のとおり判示し、Y に対して被害者 ₁ 人当たり約₇₀₀₀万円の損害賠
償を支払うよう命ずる一方、Y の取締役らに対する X らの請求を棄却した。
「大津波警報（第 ₁ 報）に引き続き、予想される津波の高さを宮城県₁₀メートル以上、福島















































　⑤　Y 及び Y の代表取締役は、今後自動車学校の経営を行わない。
　⑥　訴訟費用は各自負担し、他の権利義務はないことを確認する。





























































































































































過去の地震の発生状況の統計的知見から、当該地震の震度が ₅ であった ₆ であったかに
よって、建物等の瑕疵に関する判断が事実上分かれていた傾向があったが、その後におい
て、震度 ₇ に相当する地震が複数回発生したことも与って、現在の裁判例では、この「震
度₅-₆」基準は、ほとんど採用されていないと考えて差し支えない。ちなみに、震度₅-₆基
準の理論的な問題点については、星野豊「大震災時における生命保険の機能と社会的役割」
筑波法政₅₃号 ₁ 頁（₂₀₁₂年）参照。
14　実際、この数十年にわたる地震学の数多くの研究に照らしても、正確な地震予知を行っ
たとされる成果は全く挙げられておらず、特に東日本大震災以降における地震発生の予測
に到っては、「何年以内に所定の規模以上の地震が発生する確率は何パーセント以上」とい
うように、およそ理論的に外れることがない表現しか用いられなくなっているのが現状で
ある。
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ものであるが、上記の裁判例の中では、この ₂ つの可能性に関する立論の違いが、
学校の法的責任の有無を事実上左右している点には、十分注意しなければならな
い。
　もっとも、各裁判所の判示を概観する限り、地震の発生後、津波の到来の危険性
を一般論として予測すべきであることだけから、津波の到来に基づく被害につい
て、学校の責任が全て認められているわけではない。すなわち、地震発生後におい
て、ラジオ放送、防災無線、行政の広報車等による避難の指示や津波発生情報を、
当該学校における責任者が具体的に認識したことによって、津波の到来に基づく被
害に関する学校の責任を法律上認められることとなるわけであるが、特に大地震の
発生直後においては、情報の収集手段が事実上限られたり、情報自体が錯綜あるい
は混乱したりすることも、十分ありうることが明らかである。このため、学校の責
任の理論的基盤を、「地震発生後直ちに必要な情報収集を行うこと」とすべきか、
あるいは、「地震発生後に得られた情報を基に適切な避難指示を行うこと」とすべ
きかによって、学校の責任の有無がさらに左右されることとなり、学校の責任に関
する議論は、極めて複雑な構造を持つものとなるわけである。
（ 3 ）津波に備えた対応方針の策定
　前記のとおり地震の発生それ自体や津波の到来それ自体の予測を行う義務が学校
になかったとしても、どの程度の津波が到来することによってどの程度の被害が生
じうるかについては、津波の到来の有無に関わらず、学校において合理的に予測す
ることが可能な筈である。そうすると、地震や津波の発生ないし発生のおそれが高
くなった場合に備えて、避難のための対応方針をできる限り具体的に策定しておく
ことは、地震の発生に際して必要な情報収集を行う義務とは別に、学校が平素より
果たしておくべき義務と考えられる可能性がある。
　しかしながら、現実に発生する震災の態様は、極端な場合震災ごとに異なるもの
であるから、全ての震災に通ずるような対応方針を具体的に策定することは事実上
不可能であり、一般的抽象的な対応指針を設定したうえで、個々の状況に応じた現
場の具体的判断を尊重せざるを得ないものと思われる。また、一般論として、災害
時における人の行動は、異常事態であるにもかかわらず、日常どおりの行動をして
しまいがちである。従って、震災被害を防止するための対応方針については、単に
策定されただけでは震災が現実に発生した際に事実上役に立つことは期待でき
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ず15、震災の発生を念頭に置いた「訓練」を繰り返すことによって、初めて震災時
における「対応」として活かされることが期待できる、という性格があると言うこ
とができる16。
　このように、震災発生時における対応方針としてのいわゆる「防災マニュアル」
は、現実の避難行動に関してどこまで被害を防止できるかについてかなり不安定な
要素がつきまとうものであるが、法的な責任の有無という観点から検討してみる
と、全く異なる性格を有している。すなわち、学校において、合理性のあるマニュ
アルが震災前に作成されており、かつ、かかるマニュアルの内容が児童生徒ないし
保護者を含めた関係者に対して周知されていたのであれば、現実に震災が発生した
場合には、当該マニュアルに従って行動している限り、原則として学校は法律上の
責任を免れるという、極めて重要な性格を有するわけである。実際、事前に策定さ
れ関係者に周知されているマニュアルが、現実の震災に関して「一応の方針」に過
ぎず、学校は個々の状況に応じた臨機応変の対応を図る義務が存在するものと前提
すると、当該マニュアルを策定した意味自体が大きく減殺されてしまう。かつ、法
的責任の成否に係る判断は、具体的な震災が発生し、関係者に損害や損失が生ずる
結果となった後に争われることが通常であるから、理論的に最も望ましい行動指針
と現実に行われた行動指針とが事実上比較されることにより、マニュアルを遵守し
たことが逆に学校としての義務違反を認定される実質的な理由となりかねず、マ
ニュアルの合理性に対する信頼が、さらに崩れることなりかねない。
　以上のことからすると、理論的観点から学校の法的責任を考えようとする限り、
学校が事前に策定した防災マニュアルが相応の合理性を有しており、かつ、かかる
マニュアルが児童生徒ないし保護者に対して周知されているのであれば、現実の震
災発生に際しては、学校としては策定したマニュアルに原則として従っていれば足
り、むしろ、マニュアルとは異なる行動をしたことについて、個別の状況に基づい
15　実際、上記で紹介した（a）の事案においても、幼稚園は通常どおりのコースを通って園
児らを保護者らの下に帰宅させようとしたものであり、当時園において作成されていた対
応方針としての、震災時においては園児らを園において保護者に引き渡すことをしなかっ
たわけである。
16　特に、学校が被災する場合には、個人としての合理的判断が大人と同様には期待できな
い子どもが多数含まれていることが対応方針の前提となるわけであるから、対応の合理性
について理論的観点を含めて説明すること以上に、具体的な震災の発生時において直感的
に行うべき対応を、いわば「体で覚えさせる」ことが、必要かつ有益と考えられる所以で
ある。
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た合理的な理由が求められることとなる17。もっとも、理論的な観点を徹底させる
のであれば、震災発生前の段階で「合理性」を認められるマニュアルとは、要する
に、過去の震災の経験から理論的に推測される「発生することあるべき将来の震災」
に対する「理論的に望ましい対応」であるところ、「過去の経験から理論的に」将
来において発生しうる震災の内容が「推測」できるものであるかは、なお説明を要
するものと言わざるを得ない。実際、現実に発生した震災が、かかる予測に反する
ものであった場合、当該予測を行ったこと自体の「合理性」が、学校の法的責任の
有無に関して、別途検証されざるを得ないこととなるであろう18。
　また、震災が発生した際に法的責任を問われる可能性がある学校自身が策定した
マニュアルの内容について、第三者から検証を受けた場合果たして「合理性」が確
保されていると考えられるか否かも、理論上実務上の双方から問題となりうる。し
かしながら、マニュアルの本来の目的は、学校の法的責任を免れさせるためにある
わけでなく、不安定要素はつきまとうものの、やはり現実の震災において無用の被
害を生じさせないためにある筈であるから、震災発生時における状況を最も詳細に
把握することができる学校自身がマニュアルを策定することは、一般的な合理性が
あると考えられる。実際、法的責任の有無に関する判断は、前述のとおり震災に基
づく損害等の結果が発生した後に行われるものであり、かつ、学校が策定したマ
ニュアルは、学校自身の震災時における対応方針を明確に示すものであるから、当
該マニュアルの内容が学校と関係者との間における契約内容として構成された場合
に学校の責任を不当に免除あるいは軽減するものでない限り、学校自身がマニュア
ルを作成すること自体から、常に合理性に対する疑いが生ずると考える必要はない
ものと思われる。
17　この考え方の下では、学校の法的責任の成否に関して考慮すべき事情として、現実の震
災における具体的な行動というよりも、防災マニュアルの策定、周知、訓練の実施という、
震災前の学校の行動に対して焦点が当たる可能性が高い。このことは、後日において具体
的な行動の立証が事実上難しくなりがちな震災時の行動ではなく、比較的立証が容易な震
災前における行動を問題とすることにより、学校の責任を追及しようとする当事者にとっ
ては、訴訟の追行に係る立証の負担を事実上軽減させる効果を有するものと考えられる。
18　実際、東日本大震災は、過去の地震から必ずしも明確に想定される規模ではなかったわ
けであり、現に（d）事件で上告中である避難者の遺族は、市が策定したマニュアルにおい
て想定されている津波の規模が実際に到来した津波と著しく異なるとして、マニュアルに
従った対応をした学校に過失があると、第一審以来主張している。
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（ 4 ）避難経路と避難手順の合理性
　学校がマニュアルを策定すること自体に関する問題点は前項で議論したとおりで
あるが、策定されたマニュアルの内容それ自体についても、理論的観点からは様々
な問題が生じうる。東日本大震災においては、言うまでもなく大津波による死傷者
や建物その他の財産の毀損が大規模に生じたことが、最も顕著な損害ないし損失で
あり、本稿で紹介してきた裁判例においても、津波の被害に対する学校の責任が問
題とされているところである。
　しかしながら、大震災の発生時において、学校がどのような危難や被害を想定す
べきであるかは、必ずしも一義的に定まるわけではない。実際、東日本大震災によ
る被害が最も大きかった東北地方においては、海岸近くまで山が迫っている地形が
少なからず存在した以上、津波以外の危難としては、山火事や崖崩れも同様に想定
され得たところである。かつ、津波が到来した場合と、山火事が生じた場合とでは、
避難経路や避難場所については、場合により正反対の行動が望ましいものとなるわ
けであり19、どのような避難経路、避難手順が最も合理的であるかについては、理
論上はともかく、実務上は明らかでないものと言わざるを得ない20。
　もっとも、前記の（a）及び（d）事件第一審における判示を検討すれば明らかな
とおり、裁判所は、一般論として、より危険性が高いと考えられる場所に敢えて赴
いたとの事情が存在する場合には、学校の責任を肯定する傾向にあると言うことが
できる。特に、（d）事件第一審においては、目的地である児童の自宅自体は津波浸
水予測地域でなかったとしても、自宅までの経路に津波浸水予測地域が含まれてい
る以上、児童を津波被害の危険に積極的に晒したものとの評価が、学校の法的責任
を肯定した理論的基盤となっていることは、十分注意すべきものと考えられる21。
19　言うまでもなく、津波による被害を避けるためには、河川や海岸から直ちに離れ、かつ、
できる限り高所に避難すべきであることから、山に登るのが最も合理的な避難手法という
こととなるが、山火事が発生した場合には、火災の発生現場から直ちに離れ、かつ、火災
による高温を避けるために河川その他の水場へと避難すべきであることから、大型河川に
沿った場所に向かうことが最も合理的な避難手法ということになる。実際、前記の（e）事
件において、学校が校庭における待機を続けさせた理由として考えられ得る事情としては、
どのような危難がその後生ずるかについての予測に関して、関係者の見解が分かれたこと
が与っているものと思われる。
20　この点で、学校が震災時において行った対処について、法的責任を追及しようとする立
場の立論においては、前述のとおり法的責任が後から判断される構造となっていることと
相まち、大なり小なり結果論と評価されうる側面を有することが、否定できないように思
われる。
21　但し、前記のとおり、（d）事件控訴審は、マニュアルに反して引取責任者以外の者に児
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　他方で、裁判所は、合理的なマニュアルに従った避難指示については、仮に結果
として津波被害が生じた場合であっても、原則として学校の法的責任を免れさせる
ものと考えている可能性が高い。このことは、（a）事件において、幼稚園が策定し
たマニュアルを関係者に周知していなかったことを以て、幼稚園の責任を肯定する
理由の一環として挙げていること、他方、（d）事件において、学校がマニュアルに
従い、体育館への避難指示を行ったことについて法的責任を否定されていることか
ら、十分推測できるものである。
　また、学校は、他の施設と比べても、数百人から千人単位での収容を可能とする
設備を擁していることから、多くの自治体等によって避難所として指定されている
ことが少なからずあるが、学校設備の本来の目的と、震災時における避難所として
指定されている理由とが、完全に次元が異なるにもかかわらず、学校が避難所とし
て指定されていること自体から、学校として別次元の責任が生じかねないことに対
して、どのような観点を以て対処すべきかが、近い将来、改めて問題となる余地が
大きいものと思われる22。
（ 5 ）児童生徒及び保護者側の判断
　震災が発生した場合において、学校が児童生徒に対して、どこまで行動を制約あ
るいは強制できる権限を有しているかについては、個々の児童生徒の発達段階に対
する評価の問題が複雑に関係するため、極めて解決が困難となっている。
　一般論として、震災時に児童生徒が死傷した事実に関して学校の責任が追及され
る理論的基盤としては、学校が当該児童生徒に対して合理的な避難手法を指示する
権限及び責任を有すると考えられるからである。従って、逆に、学校の合理的な避
難指示に対して、児童生徒が理由なく従わなかった場合には、当該児童生徒が仮に
死傷したとしても、当該被害について学校は法的責任を免れるとすることが、合理
的な解釈となると思われる。もっとも、以上の議論は、理論的観点から学校の権限
と責任との均衡を図るものであるが、例えば、個々の震災における具体的な局面に
童を引き渡したこと自体を以て、学校の責任を肯定している。
22　実際、設備を管理する責任を同時に有する学校としては、被災者への対応に際しても、
設備の安全維持を管理に関する権限を合理的に行使しなければならないわけであり、個々
の震災時において被災者に対する設備の開放をどの範囲まで行うべきであるか、また、学
校の設備の安全性の欠如が原因となって被害が生じた場合における学校の責任のあり方に
ついては、一義的な解決を行うことが容易でないように思われる。
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おいて学校がマニュアルに従わずに、当該状況に即したと学校において考えた独自
の避難指示を行い、児童生徒がかかる学校の指示に従わずマニュアルに従った行動
をして死傷した場合等を考えると、前述したマニュアルに従うことの合理性をも含
めて、極めて複雑な議論を展開する必要が生ずることが避けられない。
　また、児童生徒の発達段階に対する評価を、学校の責任との関係で連動させよう
とすると、実務上はもとより、理論的観点からしても、さらに議論が複雑となる。
すなわち、個々の児童生徒の発達は、年齢や学齢によって一律に論じられるわけで
はなく、かつ、平常時でなく異常事態における個々の児童生徒の能力を考える必要
があることに加え、学校がかかる個々の児童生徒の能力を的確に把握しているか否
かによっても、学校が負うべき責任の程度と範囲とが異なってくる可能性があるか
らである。また、以上の議論とは逆に、学校が児童生徒の行動を管理指導する権限
は、個々の児童生徒が現に有する判断能力とは制度的に連動していないことからす
ると、学校の責任は一律に定められるべきであるとの解釈も、相当の合理性がある
と考えられる。
　以上に対して、保護者の判断が介在した結果として、児童生徒が死傷した場合に
ついては、学校の責任が生じないことは、ほぼ確定した考え方であると言って差し
支えない。子どもと保護者との法的関係からすれば、保護者には子どもに対する親
権ないし監護権が帰属している以上、当該児童生徒の避難に関する判断と責任は、
当該児童生徒が保護者に引き渡された時点で、原則として学校から保護者に対して
移行するものと考えられるからである。
　もっとも、このように児童生徒が学校から保護者に引き渡されることによって学
校の法的な責任が原則として問われなくなることは、逆に、現実の震災が発生した
局面において、学校の判断を事実上誤らせるような誘因要素を包含していることに
注意しなければならない。すなわち、学校としては、震災発生後における児童生徒
に関する法的責任を免れるためには、要するに保護者に児童生徒を引き渡せば足り
るわけであり23、保護者への引き渡しを急いだ結果として、児童生徒の安全が損な
23　極端な状況として、津波が到来する直前に児童生徒が保護者に引き渡された場合には、
その直後に津波が到来して児童生徒が死傷したとしても、保護者への引き渡しが完了して
いる以上、学校には原則として法的責任がないこととなる。かかる状況の下で、なお学校
の法的責任を追及しようとする場合には、単に学校の管理下において児童生徒が死傷した
か否かのみならず、より抽象的に、児童生徒の安全を確保し続けたか否か、という観点を
加える必要があるわけであり、前記（d）事件における第一審の判示は、かかる安全の維持
確保を以て、学校の責任の基盤としているとも考えられる。しかしながら、前記のとおり、
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われる状況を招来させるような判断を行う危険性が、否定できないからである。
　このほか、保護者と学校との関係における理論的な問題としては、震災発生時に
おいて学校が防災マニュアルに従って児童生徒の避難指示を行うことが、いわゆる
在学契約あるいはそれに類する法律関係の一環として構成されうるか、という点が
挙げられる。前記のとおり、学校が防災マニュアルを策定して関係者に周知すべき
ことは一般的に推奨されている以上、保護者の側も、震災発生時においては、周知
された防災マニュアルに従って学校による児童生徒に対する避難指示が行われてい
るものと予測する筈であるから、かかる防災マニュアルが保護者に周知されたこと
を以て、学校と保護者との間に当該マニュアルを遵守すべき契約上の義務が発生す
ると考えることは、学校の法的責任をある意味で明確にするものとなる24。もっと
も、防災マニュアルの遵守を契約上の義務として位置づけることについては、逆に、
当該防災マニュアルの遵守が契約として果たして成立していたか25、当該マニュア
ルの内容を遵守している限り、仮に児童生徒が死傷したとしても、学校は原則とし
て責任を免れるのか、という新たな問題点が生じてくる。これらの問題点について、
合理的かつ妥当な解釈を行うためには、学校の判断と保護者や児童生徒の判断とが
交錯する状況において、学校の法的責任の前提となる「学校が震災時に負うべき法
律上の義務」とは何かについて、改めて考察する必要があるわけである。
3 　津波被害に関する学校の責任の構造
　これまでの検討から明らかになってきたとおり、津波被害に関する学校の責任に
ついては、責任の前提となる理論的基盤がそもそも明確でないことに加え、責任が
認められるに際しても、いくつかの次元の異なる議論がやや複雑に関係しているも
具体的な震災発生時において、どのような行動が児童生徒の安全を維持確保したと評価さ
れるのか、逆に、どのような行動が児童生徒の安全を損なったと評価されるのかは、一義
的に確定することが極めて難しいように思われる。
24　実際、（a）事件では、マニュアルの記載に反して園児を幼稚園に待機させなかったことが、
幼稚園の責任を肯定する要素として考慮されているほか、（d）事件控訴審においても、学
校がマニュアルに反して本件児童を他の保護者に引き渡したこと自体を以て違法とし、本
件児童の死亡の原因となった津波の被害についても、学校において予見可能と判示してい
る。
25　例えば、（a）事件では、幼稚園はマニュアルを策定していたものの、それを保護者にも
職員にも周知していなかったものであり、このような場合には、果たして当該マニュアル
の内容に従うものとする契約が成立していたか自体、定かでない部分がある。
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のと言うことができる。
　第 ₁ に、学校の責任の理論的基盤として、一般的な議論では、児童生徒が「学校
の管理下」にあることを以て、児童生徒が津波により死傷したことの責任を負わせ
る前提としているが、この前提は、逆に考えると、学校が震災発生時において、児
童生徒を保護者に引き渡すことを最優先し、結果として児童生徒の安全が損なわれ
るおそれを包含しており、また、児童生徒が保護者に引き渡された時点で学校の責
任が消滅すると考えざるを得ないことから、同じく津波により死傷した児童生徒の
間で、学校の責任の有無について不均衡が生じかねないものと考えられる。なお、
この問題は、被災時に備えた学校への人的物的資源の充実によってある程度までは
対応可能な部分があるが、学校ないし教員が個々の児童生徒の安全に係る全責任を
長期間にわたって負い続けることには事実上限界があり、かつ、教員についてもそ
れぞれ家庭を典型とする各自の私的生活がある以上、個々の教員の私生活上の利益
を無視することも妥当ではないから、学校及び教員の責任の範囲をある段階で固定
する解釈を行うことは、やむを得ないものと考えられる。従って、学校の管理下に
あるか否かを問わず、学校には一般的に児童生徒の安全性の維持確保を行う義務が
常に存在することを理論的な前提としたうえで、学校の責任が現実の震災の局面で
過大になることを防止するため、学校が防災マニュアルを策定し、その内容につい
て関係者に周知した場合には、当該マニュアルの内容が一般的な合理性を有してい
る限り、当該マニュアルに従ったことを以て学校は法的責任を免れるものとする構
成を、今後確立していくべきである。
　第 ₂ に、前記のとおり、防災マニュアルの策定及び関係者への周知によって学校
が法的責任を免れるためには、当該マニュアルの内容に一般的な合理性があること
に加え、当該マニュアルの記載に従った訓練の実施や、定期的なマニュアルの検証
及び改訂等が行われていることも、必要となるものと言うべきである。但し、かか
る防災マニュアルの策定及び周知等によって、学校が震災時における法的責任を免
れることを、契約上の責任として構成すべきか、あるいは、契約上の責任を越えた
学校の児童生徒に対する安全配慮義務として構成すべきかについては、なお検討が
必要である。また、この点に関して、学校が避難所として指定されたことにより、
児童生徒以外の者が学校に避難してきた際に、学校がこれらの者との関係で、上記
の防災マニュアルの内容に従った避難指示等の義務及び責任を「契約上」負うと考
えるべきかについても、併せて検討が必要である。
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　第 ₃ に、防災マニュアルの策定、周知及び遵守が学校の責任を免れさせることの
前提となる、当該防災マニュアルの合理性の検証についても、多様な観点からの再
検討が必要である。本稿で検討してきた裁判例の判示からすると、防災マニュアル
に対するこれまでの評価においては、主に過去の当該場所における被災経験を前提
として、当該場所に待機すべきか他の場所へ避難すべきかの判断に関する合理性を
判断してきた傾向が認められるが、この考え方は、従来経験していない内容の震災
が発生した場合については、学校の責任を問うことが原則としてできなくなるとい
う問題点がある。また、本稿で指摘したとおり、仮に震災の発生時期と規模に関す
る事前の予測が不可能であったとしても、発生した震災に関する規模と内容とを仮
定して、生ずるべき被災内容と望ましい避難経路とを合理的に予測することは可能
な筈である。従って、今後における防災マニュアルに関しては、過去の被災経験に
基づいた合理性の判断に加えて、より理論的な観点から、震災の内容及び程度を抽
象的に仮定したうえで、どのような状況においてどのような避難行動をすることが
合理的であるかを検証していくことが、併せて必要となるものと考えられる。
　最後に、本稿で検討してきた津波に関する学校の責任に限らず、一般に法的責任
の検討が、事故ないし事件が発生した時に直ちに行われるものというよりも、むし
ろある程度の時間が経過し、状況が沈静化した後に行われることが通常であること
からすれば、法的責任の成否が判断される際の前提ないし感覚と、被災時における
前提ないし感覚との異同については、常に注意を払う必要がある。従って、今後に
おける法的責任の検討に際しては、過去の経験から帰納される合理性の判断に加え
て、理論的観点に基づく災害の予測を考慮要素として加えることが必要であり、か
かる考慮を加えることによって、震災が発生した際に最終的な目的であることが明
らかな児童生徒の安全の維持確保をより確実に図ることが、強く期待できるものと
思われる。
（完）
（人文社会系准教授）
